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1.　18年10月期の業績（平成17年11月１日～平成18年10月31日）

(1) 経営成績 (百万円未満切捨)

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年10月期 3,888 15.5 35 △73.2 6 △92.7

17年10月期 3,368 26.9 132 △50.2 92 △61.1

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年10月期 △6 ― △117 10 ― ― △0.2 0.1 0.2

17年10月期 42 △70.2 1,526 33 1,523 00 1.6 1.3 2.8

(注) ① 期中平均株式数 18年10月期 55,568.54株 　17年10月期 27,870.00株 　

　 　 　18年10月期の期中平均株式数は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年10月期 7,939 2,659 33.5 47,540 88

17年10月期 8,104 2,711 33.5 97,027 07

(注) ① 期末発行済株式数 18年10月期 55,944.00株 　17年10月期 27,950.88株

　 ② 期末自己株式数 18年10月期 8.00株 　17年10月期 3.20株

　

2.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円) 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　 中間 期末 年間

17年10月期 ― 1,750 1,750 48 114.7 1.8

18年10月期 ― 300 300 16 ― 0.6

19年10月期(予想) ― 100 100 　 　 　

(注)　平成18年８月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

　

3.　19年10月期の業績予想（平成18年11月１日～平成19年10月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 2,100 9 0

通期 4,490 70 22

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　393円25銭
　　※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業

績は今後様々な要因によって、予想と異なる場合があります。
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
第20期

(平成17年10月31日)

第21期

(平成18年10月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 2,071,290 　 　 943,070 　 　 △1,128,219

　２　売掛金 　 　 304,073 　 　 338,955 　 　 34,882

　３　商品 　 　 850 　 　 750 　 　 △100

　４　貯蔵品 　 　 4,506 　 　 2,843 　 　 △1,662

　５　前払費用 　 　 63,719 　 　 84,979 　 　 26,259

　６　繰延税金資産 　 　 20,573 　 　 15,004 　 　 △5,568

　７　未収入金 　 　 328 　 　 1,975 　 　 1,646

　８　その他 　 　 18,368 　 　 　26,106 　 　 7,738

　　　　流動資産合計 　 　 2,483,710 30.6 　 1,413,685 17.8 　 △1,070,024

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 3,471,089 　 　 3,764,685 　 　 293,595 　

　　　　減価償却累計額 　 456,771 3,014,318 　 646,083 3,118,601 　 189,312 104,282

　　(2) 構築物 　 308,628 　 　 349,601 　 　 40,973 　

　　　　減価償却累計額 　 66,531 242,096 　 102,434 247,166 　 35,902 5,070

　　(3) 車両運搬具 　 7,478 　 　 6,825 　 　 △653 　

　　　　減価償却累計額 　 6,052 1,426 　 6,154 670 　 102 △756

　　(4) 工具器具備品 　 328,233 　 　 396,059 　 　 67,826 　

　　　　減価償却累計額 　 146,558 181,674 　 247,787 148,271 　 101,128 △33,402

　　(5) 土地 ※１ 　 1,684,816 　 　 2,145,077 　 　 460,261

　　(6) 建設仮勘定 　 　 100,652 　 　 315,051 　 　 214,398

　　　　有形固定資産合計 　 　 5,224,984 64.5 　 5,974,838 75.2 　 749,853

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 2,962 　 　 12,570 　 　 9,608

　　(2) 電話加入権 　 　 1,498 　 　 1,498 　 　 ―

　　(3) その他 　 　 1,722 　 　 1,418 　 　 △303

　　無形固定資産合計 　 　 6,183 0.1 　 15,488 0.2 　 9,304

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 関係会社株式 　 　 10,000 　 　 60,000 　 　 50,000

　　(2) 出資金 　 　 142 　 　 172 　 　 30

　　(3) 長期前払費用 　 　 84,118 　 　 112,841 　 　 28,722

　　(4) 繰延税金資産 　 　 12,977 　 　 11,940 　 　 △1,037

　　(5) 差入保証金 　 　 219,744 　 　 301,581 　 　 81,836

　　(6) その他 　 　 54,731 　 　 45,401 　 　 △9,329

　　投資その他の資産合計 　 　 381,714 4.7 　 531,936 6.7 　 150,222

　　　　固定資産合計 　 　 5,612,882 69.3 　 6,522,263 82.1 　 909,380

Ⅲ　繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　社債発行費 　 　 8,000 　 　 4,000 　 　 △4,000

　　　　繰延資産合計 　 　 8,000 0.1 　 4,000 0.1 　 △4,000

　　　　　資産合計 　 　 8,104,592 100.0 　 7,939,949 100.0 　 △164,643
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第20期

(平成17年10月31日)

第21期

(平成18年10月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 9,541 　 　 11,372 　 　 1,830

　２　一年以内償還予定社債 　 　 ― 　 　 200,000 　 　 200,000

　３　短期借入金 ※１ 　 170,000 　 　 ― 　 　 △170,000

　４　一年以内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 509,600 　 　 509,600 　 　 ―

　５　未払金 　 　 183,026 　 　 283,460 　 　 100,434

　６　未払費用 　 　 81,849 　 　 87,679 　 　 5,830

　７　未払法人税等 　 　 33,602 　 　 ― 　 　 △33,602

　８　前受金 　 　 1,964,595 　 　 2,462,886 　 　 498,290

　９　預り金 　 　 17,762 　 　 22,820 　 　 5,058

　10　賞与引当金 　 　 28,968 　 　 20,732 　 　 △8,236

　11　その他 　 　 7,429 　 　 15,289 　 　 7,859

　　流動負債合計 　 　 3,006,375 37.1 　 3,613,840 45.5 　 607,465

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 500,000 　 　 300,000 　 　 △200,000

　２　長期借入金 ※１ 　 1,843,600 　 　 1,334,000 　 　 △509,600

　３　退職給付引当金 　 　 3,892 　 　 3,879 　 　 △13

　４　ホーム介護

　　　アフターコスト引当金
　 　 19,440 　 　 18,360 　 　 △1,080

　５　長期未払金 　 　 17,692 　 　 ― 　 　 △17,692

　６　その他 　 　 1,600 　 　 10,242 　 　 8,642

　　固定負債合計 　 　 2,386,225 29.4 　 1,666,481 21.0 　 △719,743

　　負債合計 　 　 5,392,600 66.5 　 5,280,322 66.5 　 △112,278

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 1,112,524 13.8 　 ― ― 　 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 1,111,761 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 1,111,761 13.7 　 ― ― 　 ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 8,700 　 　 ― 　 　 ― 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　(1) 別途積立金 　 25,000 　 　 ― 　 　 ― 　

　３　当期未処分利益 　 454,595 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 488,295 6.0 　 ― ― 　 ―

Ⅳ　自己株式 ※３ 　 △589 △0.0 　 ― ― 　 ―

　　資本合計 　 　 2,711,992 33.5 　 ― ― 　 ―

　　負債資本合計 　 　 8,104,592 100.0 　 ― ― 　 ―
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第20期

(平成17年10月31日)

第21期

(平成18年10月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,114,139 14.0 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 1,113,376 　 　 ― 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,113,376 14.0 　 ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 8,700 　 　 ― 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 25,000 　 　 ― 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 399,159 　 　 ― 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 432,859 5.5 　 ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △747 △0.0 　 ―

　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 2,659,626 33.5 　 ―

　　純資産合計 　 　 ― ― 　 2,659,626 33.5 　 ―

　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 7,939,949 100.0 　 ―
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② 損益計算書

　

　 　

第20期

(自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日)

第21期

(自　平成17年11月１日

至　平成18年10月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　ホーム介護収入 　 2,466,881 　 　 2,897,962 　 　 431,081 　

　２　在宅介護収入 　 842,027 　 　 937,040 　 　 95,013 　

　３　その他の収入 　 59,238 3,368,147 100.0 53,404 3,888,407 100.0 △5,833 520,260

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　ホーム介護売上原価 　 1,681,295 　 　 2,147,792 　 　 475,258 　

　２　在宅介護売上原価 　 782,278 　 　 854,997 　 　 72,718 　

　３　その他売上原価 　 28,564 2,492,137 74.0 27,937 3,030,727 77.9 △9,387 538,589

　　　売上総利益 　 　 876,009 26.0 　 857,680 22.1 　 △18,329

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　広告宣伝費 　 225,078 　 　 241,033 　 　 15,955 　

　２　役員報酬 　 87,798 　 　 96,253 　 　 8,455 　

　３　給与手当 　 150,087 　 　 165,242 　 　 15,155 　

　４　賞与 　 3,047 　 　 6,270 　 　 3,223 　

　５　賞与引当金繰入額 　 3,949 　 　 4,487 　 　 538 　

　６　退職給付費用 　 349 　 　 980 　 　 630 　

　７　法定福利費 　 22,758 　 　 27,277 　 　 4,519 　

　８　福利厚生費 　 2,231 　 　 2,989 　 　 758 　

　９　地代家賃 　 31,916 　 　 34,249 　 　 2,332 　

　10　旅費交通費 　 17,338 　 　 21,227 　 　 3,889 　

　11　租税公課 　 91,743 　 　 108,231 　 　 16,487 　

　12　支払手数料 　 49,674 　 　 52,896 　 　 3,221 　

　13　減価償却費 　 15,234 　 　 10,528 　 　 △4,706 　

　14　その他 　 42,587 743,795 22.1 50,509 822,180 21.2 7,922 78,384

　　　営業利益 　 　 132,213 3.9 　 35,499 0.9 　 △96,713

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 55 　 　 160 　 　 104 　

　２　受取配当金 　 2 　 　 2,709 　 　 2,707 　

　３　施設利用料収入 　 555 　 　 475 　 　 △80 　

　４　受取助成金 　 ― 　 　 1,495 　 　 1,495 　

　５　電化手数料収入 　 750 　 　 ― 　 　 △750 　

　６　入居者負担金 　 2,273 　 　 1,264 　 　 △1,008 　

　７　その他 　 1,528 5,164 0.2 1,945 8,049 0.2 417 2,884

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 25,218 　 　 27,785 　 　 2,567 　

　２　社債利息 　 4,085 　 　 4,450 　 　 364 　

　３　新株発行費 　 148 　 　 19 　 　 △128 　

　４　社債発行費償却 　 4,000 　 　 4,000 　 　 ― 　

　５　その他 　 10,992 44,444 1.3 551 36,806 0.9 △10,441 △7,637

　　　経常利益 　 　 92,934 2.8 　 6,742 0.2 　 △86,191
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第20期

(自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日)

第21期

(自　平成17年11月１日

至　平成18年10月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※１ 601 　 　 3,775 　 　 3,174 　

　２　過年度消費税等還付金 　 2,070 　 　 ― 　 　 △2,070 　

　３　遺贈による特別利益 　 24,686 　 　 29,463 　 　 4,777 　

　４　受取違約金 　 ― 　 　 5,000 　 　 5,000 　

　５　その他の特別利益 　 1,095 28,453 0.8 470 38,709 1.0 △624 10,256

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※２ 7,580 　 　 8,983 　 　 1,402 　

　２　固定資産除却損 ※３ 8,756 　 　 956 　 　 △7,800 　

　３　賃貸借契約解約損 　 640 　 　 240 　 　 △400 　

　４　支払和解金 　 ― 　 　 15,100 　 　 15,100 　

　５　その他の特別損失 　 523 17,501 0.5 ― 25,279 0.7 △523 7,778

　　　税引前当期純利益 　 　 103,886 3.1 　 20,173 0.5 　 △83,713

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 58,331 　 　 20,073 　 　 △38,257 　

　　　法人税等調整額 　 3,016 61,347 1.8 6,606 26,679 0.7 3,590 △34,667

　　　当期純利益または

　　　当期純損失(△)
　 　 42,538 1.3 　 △6,506 △0.2 　 △49,045

　　　前期繰越利益 　 　 412,056 　 　 ― 　 　 ―

　　　当期未処分利益 　 　 454,595 　 　 ― 　 　 ―
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③ 利益処分計算書

　

(株主総会承認年月日) 　
第20期

(平成18年１月26日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 454,595

Ⅱ　利益処分額 　 　 　

　　　配当金 　 48,914 48,914

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 405,681
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④ 株主資本等変動計算書

第21期事業年度(自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日)

　

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年10月31日残高(千円) 1,112,524 1,111,761 8,700 25,000 454,595 △589 2,711,992 2,711,992

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 1,614 1,614 　 　 　 　 3,229 3,229

　剰余金の配当 　 　 　 　 △48,914 　 △48,914 △48,914

　当期純利益 　 　 　 　 △6,506 　 △6,506 △6,506

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △173 △173 △173

　自己株式の消却 　 　 　 　 △14 14 ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 1,614 1,614 　 　 △55,435 △158 △52,365 △52,365

平成18年10月31日残高(千円) 1,114,139 1,113,376 8,700 25,000 399,159 △747 2,659,626 2,659,626
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重要な会計方針

　

項目
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

１　有価証券の評価基準およ

び評価方法

(1)子会社株式

　移動平均法による原価法

(1)子会社株式

同左

２　たな卸資産の評価基準お

よび評価方法

商品…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

商品…同左

貯蔵品…同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物付属設備を除く。)に

ついては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　建物および構築物　　3～50年

　　工具器具備品　　　　3～15年

　前期との変更はありません。

(1)有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物付属設備を除く。)に

ついては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　建物および構築物　　7～47年

　　工具器具備品　　　　3～10年

　 (2)無形固定資産…定額法

　なお、ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における見込利用可能期

間(５年)による定額法を採用しており

ます。

(2)無形固定資産…定額法

同左

　 (3)長期前払費用…定額法 (3)長期前払費用…定額法

４　繰延資産の処理方法 新株発行費…支払時に全額費用処理し

ております。

社債発行費…商法施行規則に規定する

最長期間で毎期均等額を

償却しております。

株式交付費…同左

　

社債発行費…３年間で毎期均等額を償

却しております。

５　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

　なお、貸倒実績および貸倒懸念債権

等特定の債権がないため、当事業年度

は貸倒引当金を計上しておりません。

(1)貸倒引当金

同左

　 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるため、

将来の支給見込額のうち、当期の負担

額を計上しております。

(2)賞与引当金

同左

　 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

　なお、当社は退職給付債務の算定に

あたり期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする簡便法によっておりま

す。

(3)退職給付引当金

同左

　 (4)ホーム介護アフターコスト引当金

　有料老人ホーム契約のうち、当期以

前に発生した家賃等の収入を終身一時

金として収受する契約において、ホー

ム介護サービスの提供費用に充てるた

め、今後の提供費用の発生見込額を計

上しております。

(4)ホーム介護アフターコスト引当金

同左
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項目
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

６　収益および費用の計上基

準

福祉教育事業売上の計上基準

　受講料については、受講期間の経過

に応じて売上高を計上しております。

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　なお、控除対象外消費税等について

は、当期の負担すべき期間費用として

処理しております。ただし、固定資産

に係る控除対象外消費税等は「投資そ

の他の資産のその他」(長期前払消費税

等)に計上し、定額法(５年)により償却

を行っております。

消費税等の会計処理

同左

　

重要な会計方針の変更

　
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会　平成14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日)を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。

　 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、2,659千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。
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表示方法の変更

第20期
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

―――

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示し

ておりました「受取助成金」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、区分掲記をすることとしました。

なお、前事業年度における「受取助成金」の金額は223千

円であります。

　

注記事項

(貸借対照表関係)

　
第20期

(平成17年10月31日)
第21期

(平成18年10月31日)

※１　担保提供資産

建物 2,123,785千円

土地 1,395,711　

合計 3,519,496　

　　　上記に対応する債務

短期借入金 105,000千円

一年以内返済予定長期借入金 378,400　

長期借入金 1,597,600　

合計 2,081,000　

※１　担保提供資産

建物 2,008,228千円

土地 1,877,525　

合計 3,885,754　

　　　上記に対応する債務

一年以内返済予定長期借入金 509,600千円

長期借入金 1,334,000　

合計 1,843,600　

※２　会社が発行する株式の総数 　

　　　　普通株式 63,000株

　　　発行済株式総数 　

　　　　普通株式 27,954.08株

―――

※３　自己株式の保有数 　

　　　　普通株式 3.20株

―――
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(損益計算書関係)

　
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

※１　固定資産売却益の内訳

土地 601千円

※１　固定資産売却益の内訳

建物 3,775千円

※２　固定資産売却損の内訳

建物 7,580千円

※２　固定資産売却損の内訳

土地 8,983千円

※３　固定資産除却損の内訳

建物 4,360千円

ソフトウェア 914　

撤去費用 3,481　

合計 8,756　

※３　固定資産除却損の内訳

建物 219千円

構築物 148　

水道施設利用権 195　

車両運搬具 392　

合計 956　

　

(株主資本等変動計算書関係)

第21期事業年度(自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3.2 4.96 0.16 8.0
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　端株の買取による増加　　　　　 0.88株

　　　平成18年８月１日付株式分割(１株につき２株)による増加　　　　4.08株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　自己株式の消却による減少　　　0.16株
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リース取引関係

　
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

　 　
取得価額
相当額
(千円)

　

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　
期末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 　 4,200　 3,675　 525

工具器具備品
(ソフトウエ
ア含む)

　 94,455　 42,711　 51,743

合計 　 98,655　 46,386　 52,268
　

　 　
取得価額
相当額
(千円)

　

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　
期末残高
相当額
(千円)

工具器具備品
(ソフトウエ
ア含む)

　 96,592　 58,006　 38,586

合計 　 96,592　 58,006　 38,586
　

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

同左

(2)　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 19,340千円

１年超 32,928　

合計 52,268　
　

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

　　 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,618千円

１年超 19,967　

合計 38,586　
　

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

同左

(3)　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 22,048千円

減価償却費相当額 22,048　

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額および減損損失

支払リース料 20,339千円

減価償却費相当額 20,339　

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4)　減価償却費相当額の算定方法

同左

　 　(減損損失について)

　　リース資産に配分された減損損失はありません。

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　未経過リース料

１年以内 52,879千円

１年超 947,516　

合計 1,000,396　

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　未経過リース料

１年以内 52,879千円

１年超 894,637　

合計 947,516　
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有価証券関係

　
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。

同左

　

税効果会計関係

　
第20期

(平成17年10月31日)
第21期

(平成18年10月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産(流動)

賞与引当金損金算入限度超過額 11,761千円

介護保険請求差額否認 2,280　

未払事業税否認 3,642　

その他 2,889　

合計 20,573　

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産(流動)

賞与引当金損金算入限度超過額 8,417千円

入居一時金返金否認 3,978　

未払事業税否認 1,281　

その他 1,327　

合計 15,004　

　　繰延税金資産(固定)

貸倒損失否認 1,623千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,560　

ホーム介護
アフターコスト引当金否認

7,892　

その他 1,901　

合計 12,977　

　　繰延税金資産(固定)

貸倒損失否認 1,623千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,574　

ホーム介護
アフターコスト引当金否認

7,454　

その他 1,287　

合計 11,940　

　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目
1.6

住民税均等割等 14.7

その他 2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.1 ％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない

項目
21.2

住民税均等割等 78.5

受取配当金 △5.4

その他 △2.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 132.3 ％
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１株当たり情報

　
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　　　　97,027円07銭 １株当たり純資産額　　　　　　　　　47,540円88銭

１株当たり当期純利益　　　　　　　　 1,526円33銭 １株当たり当期純損失(△)　　　　　　 △117円10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益　 1,523円00銭
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

　

　当社は、平成18年８月１日付で普通株式１株に対し普
通株式２株の割合で株式分割を行いました。
　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお
ける(１株当たり情報)の各数値は以下のとおりでありま
す。

　 １株当たり純資産額　　　　　　　　　48,513円53銭

　 １株当たり当期純利益　　　　　　　　　 763円16銭

　 潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　 761円50銭

(注)　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
第20期

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

第21期
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

１株当たり当期純利益または
当期純損失(△)

　 　

　損益計算書上の当期純利益または
　当期純損失(△)(千円)

42,538 △6,506

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益または
　当期純損失(△)(千円)

42,538 △6,506

　普通株式の期中平均株式数(株) 27,870.00 55,568.54

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益

　 　

　当期純利益調整額(千円) ― ―

　潜在株式調整後１株当たり当期
　純利益の算定に用いられた普通
　株式増加数の主要な内訳(株)
　　新株予約権

　
　
　

60.88

　

　
　

―

　普通株式増加数(株) 60.88 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

平成16年１月29日定時株主総会決議
に基づく新株予約権219個。
(潜在株式数　438株。)

平成15年１月29日定時株主総会決議
に基づく新株予約権48個。
(潜在株式数　192株。)
平成16年１月29日定時株主総会決議
に基づく新株予約権189個。
(潜在株式数　756株。)
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2. 役員の異動

　(1) 代表者の異動

　　　該当事項はありません。

　

　(2) その他の役員の異動

　　　平成18年12月25日開催予定の当社取締役会において決議を行う予定であります。
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